



























































（２）　Fla. Stat. § 768.28 (2005).
（３）　Gerald T. Wetherington & Donald Pollock, Tort Suits Against Govern mental 
























































































































（４）　前掲註（３）Gerald T. Wetherington & Donald Pollock, p 5-p 7
（５）　後掲註（19）Commercial Carrier, 371 So. 2d 1015.
（６）　Modlin v. City of Miami Beach, 201 So. 2d 70 (Fla. 1967).
（７）　Hargrove v. Town of Cocoa Beach, 96 So. 2d 130 (Fla.1957)
（８）　Hargrove, 96 So. 2d 133-134.
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（12）　前掲註（３）Gerald T. Wetherington & Donald Pollock, p 23-24.
（13）　後掲註（19）Commercial Carrier 371 So. 2d 1015.























































































































































































































































































































　Trianon事件で裁判所の見解は、多数意見の Overton, Boyd, Alderman, 
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４　まとめ
　公的義務論と裁量による免責のいずれも、政府の立法府または行政府の
正当な権限行使に過度な干渉をもたらす恐れがある場合、不法行為責任を
課すことを控えることで、権力分立が政府の他府への尊重を要求している
という裁判所の認識を表している。すなわち、司法府の自己抑制の現れで
あるとみなすことができる。論理的に、過失を申立てられた政府行為の審
査において、まず裁判所は、当該行為を不法行為責任にさらすことが、他
府に属する権限の行使の禁止に反しないか否かを自問する。
　フロリダ最高裁は、§768.28の制定後の政府不法行為責任の分析に積極
的に取り組んでいるが、いまだに確実な公式は見出せないでいる。下級審
はこの領域に不可解な法を適用しようと奮闘している。州や地方自治体の
政府が、裁判所の審理や潜在的な責任に従属させられないであろうと確信
できるわずかな活動がある。裁判所は、法律の文言及び同様の法律用語を
解釈している連邦あるいは他州の判例、政府行為に対応するコモン・ロー
上の義務の存否、権力分立に関わる憲法規定を参考にして、不法行為責任
から保護される政府行為の領域を識別するための合理的で首尾一貫した分
析を適用することによって、この領域の法を確定させる必要がある。ま
た、公的義務論は、政策考慮に配慮して、政府行為が「予知可能な危険領
域を生み出した」のか否か、問題となっている政府機能に対するコモン
・ロー上の注意義務が存在するか否かの合理的分析を採用することで、適
用されるべきであろう。
　仮に、司法府が必要な救済法を確立することが困難であるならば、立法
府は、連邦または他州のように主権免責を放棄する法令に対する明白な適
用除外を制定する、あるいは、常に拡大している司法審査から保護される
政府行為を明確に定義する必要があるのかもしれない。
　フロリダの公的義務論は、今までのところ、最高裁において好意的な評
価を得ていないといえる。不評を受けたModlin判決のイメージを裁判所
が払拭できていないからであろう。しかし、公的義務論は Commercial 
（287）
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Carrier事件で認識された暗示の裁量免責として容認される可能性を有し
ている。どちらも、基本的な憲法上の権力分立論によって強力に擁護さ
れ、州または自治体の職員の公共の福祉に対するポリス・パワーの責任あ
る自由な行使を保護しようとするものである。
　Pollock判決は、州または自治体のポリス・パワーの発展にとって有利
なものとなった。しかしながら、その多数意見は、公的義務論の範囲と、
州への適用決定に必要な分析的枠組みについて不確実性を残した。その理
論が下級審において適正な運用がなされるには、さらに詳細な説明が必要
である。最高裁は、その理論の境界を曖昧なままにし、また同時に、現在
の公共政策の需要に法を適合させるための許容範囲を与えるために、その
分析を弾力的なものにしたのかもしれない。しかしながら、法におけるそ
のような順応性の対価は、Pollock事件に反映されるように、混乱と遅延
という結果をもたらす恐れがある。Pollock事件で最高裁は、下級審の分
析を「義務と主権免責を混合した分析」として修正した
（芋）
が、このような混
同を再び招くことにもなりかねない。
　最後に、フロリダ州における政府不法行為法の体系は、政府免責の基準
を明確に立法化せず、判例の中で、免責の判断基準を構築してきたこと
で、公的義務論や裁量論の展開など、未だに多くの混乱と解決すべき課題
を残してはいるが、日本の国家賠償法体系と比較検討すべき類似点も多く
見出すことができた。詳細な日米法比較は今後の課題としたい。
註
（91）　義務と免責それぞれの分析の混同は、Commercial Carrier事件での「政府
の裁量免責」の承認と、裁判所が「基本的判断あるいは政府の裁量に対し
て、適用される注意義務は決して存在しない」と指摘することで、その２つ
を混合したように思われた Trianon事件から生じたのであろう。
（286）
